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中国における「マイノリティ」のメインストリームへの融和
「農民工」の福祉問題を通してー
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The Integration of China’s Minority Groups 
into Mainstream Society 
An Analysis from the Perspective of the Welfare of Rural Migrant Workers 
ZHANG Jingping 
1980年代以降、中国において、個人の自由意志による出稼ぎ労働者の規模が徐々に広がり、今日、出稼ぎ労働者
の人数が約2億人へと上っている。出稼ぎを巡る賛否両論が持続している中で、「農民工」と言われる出稼ぎ労働者
問題には徐々に質的な変化が見られた。これに対処するために、農民工を統括できるような社会保障・社会福祉シス
テムが推し進められるようになった。現在では、農民工がメインストリームへ徐々に融和する傾向が見られる。本稿
は先行研究の成果を踏まえ、農民工を新しい「マイノリティ」として捉え、その福祉問題を考察した上で、農民工の
メインストリームへの融和を促進する施策に関する課題を明らかにすることを試みた。
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Since 1980s, the amount of autonomous migrant workers have been expanding gradually, and today, this 
number has risen to 200 millions. There are always two views regarding to this migrant issue: for and against. 
In the meantime, these rural migrant workers’issues have essentially changed little by little. To address 
these issues, the Chinese government has begun implementing a social security and welfare system which can 
cover migrant workers. Now we can find a tendency that the ”rural migrant workers" have begun to gradually 
integrate into mainstream society. Referenced some previous researches and based on the investigation of their 
welfare problems, this article regards the “Rural Migrant Workers" as a new“Minority Group，” and attempts to 
clarify the relevant policies and steps which have promoted rural migrant workers into mainstream society. 
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1 .はじめに
本稿はアジアにおける人口大国の中国国内における
出稼ぎ労働者の福祉問題を取り上げて、「農民工」 を
新しい「マイノリティJとして捉え、メインス トリー
ムとなる都市部へ融和する過程で生じた福祉問題を明
らかにすることを目的とする。
本稿でいう農民工の福祉問題とは、1980年代以降
その規模を拡大している農民工と呼ばれる新しいマイ
ノリテイ ・グループの社会保険への加入、居住保障等
の面における福祉問題を指す。
本稿では、これまでの先行研究の成果を踏まえ、 2010
年に実施した3つの調査、すなわち①「農民工の待遇
に関する調査」、②「北京住民の農民工問題に関する
意識調査」、③「農民工の社会融和状況調査」の結果
岩手県立大学社会福祉学部
????
を用いて、出稼ぎ労働の歴史、現状、現在の農民工の
福祉の問題点を分析する。さらには農民工への支援策
の不足を指摘し、農民工のメインストリームへの融和
を促進する施策に関する課題を明らかにしたい。
2. 「農民工」と「融和」の意味
( 1 ) 「農民工」の定義
農村部と都市部の間で行き来をする、出稼ぎを目的
とする農業戸籍lを持っている人たちに対して、称呼
が様々ある 20 このような人々の規模と社会的影響の
拡大につれて、「農民工」という称呼は徐々に普遍化
され、政府の公式書類などにも使用されるようになっ
ている。農民工という言葉が初めて政府の公式書類3
に使われたのは2006年3月である。その後、他の称
呼も使われているが、 一般的には農民工と呼ぶように
なった。
農民工については、広義的定義と狭義的定義がある。
広義的定義では、農民工は、出身地の農村地域にある
企業などで働いているか、都市部へ出稼ぎをするかに
関わらず、農業戸籍を持ち、農業ではない仕事をして
いる人々を指す。それに対して、狭義的定義では、農
民工は農業戸籍を持ち、都市部へ出稼ぎをする非農業
労働者を指す。
他にも法律研究者からのより厳密的な定義もある 4
が、本稿では都市部における農民工を研究対象にする
ため、上記中の狭義的定義を用いることにする。
( 2）新しい「マイノリティ」の意味をもっ農民工
「マイノ リティ」とは、 一般的には「少数派」のこ
とを指すが、社会学の分野では構造的弱者としての意
味合いを持つ。中国においては、公式に「マイノリティ」
が「少数民族Jに限定されて使われている。1980年
代以降、農民工問題の進行と社会学の研究の進展に伴
い、「弱勢群体」、「劣勢群体」、「社会弱勢群体」、「脆
弱群体」など、いくつかの類似語が使われるようになっ
た（岩間・ユ，2007）。いずれにしても、社会学の視点
から見たマイノリテイの意味が込められており、農民
工も含まれていると理解していい。しかし、 「マイノ
リティ」という言葉は使われていない。
農民工は規模の拡大により、社会的に排除されるよ
うな「弱者」の色合いが徐々に薄められてきているが、
彼らの福祉を成立させるために必要な物資、財政投入
などが少ないため、社会的資源の保有量の少数派であ
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るという視点から、農民工を新しい「マイノリティ」
として理解すべきであると指摘したい。
すなわち、本稿では、農民工を、中国における「少
数民族jという限定的意義を持つマイノリティの概念
とは別に、社会的資源の保有量の少数派という意味で
社会学的意義をもっ、新しいマイノリティとして捉え、
彼らの福祉問題に焦点を当てる。
( 3）農民工のメインストリームへの「融和」の意味
2010年6月、温家宝首相が農民工を慰問する際に、
農民工を都市社会へ定着させるような援助策をとるべ
きだと述べた。中国政府による農民工のメインスト
リームへの融和という問題についての意思表明と思わ
れる。社会学研究分野においても、農民工のメインス
トリームへの「融和」に言及する研究が2003年以降
多く行われるようになっている。「融和」については、
農民工が出稼ぎ先の地域社会に馴染んでいき、現地出
身の人々と同じように経済、政治、公共サービス、人
脈などの資源を獲得する過程或いは状態を指すという
理解がある（羅，2009）。本稿では、この理解に加えて、
都市部出身者と農民工の両方が持っている受容意識面
も含めた意味で、「融和」という用語を使いたい。
3.農民工問題についての先行研究
( 1)農民工の登場について
農民工という言葉はまだ新しいが、農民工現象は
19世紀の半ば頃から現れたという。
歴史を遡って見ると、 ① 1840年アヘン戦争から新
中国が成立する 1950年代末頃までは、資本主義の浸
透にともなう工業化や都市化の影響の下で、農村副3か
ら都市部への出稼ぎ労働者が現れた（池， 2006）が、
②1960年代初期の「3年間経済困難」 5の時期から
1970年代末期までは、戸籍制度による厳しい管理に
より、人口の移動が阻止された （李， 2009）。③1980
年代以降の中国では、「経済改革・対外開放」という
方針・政策の下で、社会主義の市場経済が推進され、
社会、経済、イデオロギーなど各方面において大きい
変化が現れた。1989年の 「天安門事件J6という民主
主義の難航時期もあったが、人々の移動に対する規制
が緩和され、再び人々の自発的移動ができるようにな
り、しかも、規模も徐々に拡大され、現在では中国に
おける農民工の規模が2億人ともなっている。
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(2）出稼ぎの価値について
1980年代から 1990年代までの出稼ぎ労働について
の先行研究によれば、農民工の出稼ぎとリターンは農
村の一つの習俗ともなっていた。しかも、この習俗に
は、農民工は勿論、非農民工も巻き込まれていた。出
稼ぎ労働者は都市部への出稼ぎと農村部へのリターン
の繰り返しを通して、国家の現代化過程をバックグラ
ンドに、農村にいる家族の生活を改善するという自
らの目標を達成している。その目標も環境によって
徐々に変えられ、それを達成させる過程において、農
村社会を変化させていると指摘されている（Murphy,
2009）。
このように農民工の出稼ぎの価値を認める先行研究
者もいれば、その価値を認めながらも、農民工を巡る
社会問題も無視してはいけないと指摘する研究者もい
る（張，2003；斉，2006）。また、この賛否両論が国民
の中にも普遍的に存在している。
( 3）農民工問題について
21世紀に入ってから、農民工の生活・福祉の境遇
が徐々に問題視され、「民工荒」 ／が起こったことを契
機に、農民工問題が社会問題化した。
先行研究によれば、農民工問題として社会保険加入の
障壁、農民工の子女の教育難、所得確保の問題、政治
参加からの除外、居住地域のスラム化問題、衛生保健
問題、文化の障壁などが挙げられている（江，2008）。
本稿の論旨からは、これらの問題はすべて「マイノ
リティ 」がメインストリームへ融和する過程において
生じた問題と理解していく 。中には、政策で対応でき
るような問題もあれば、政策だけでは解決できない問
題もある。特に、文化の障壁と言われるように、農民
工と都市住民との間に、生活習慣、 言葉の違いによっ
て、ほとんど積極的にコミュニケーションを取ろうと
する気配がないことなどは、政策だけでは解決が難し
い問題といえるだろう。
4.農民工問題への政府の取り組み
上記のような農民工問題が社会の各層から注目を浴
びるようになり、中国政府は一連の対応策を講じてき
た。主に、賃金の改善、社会保険加入の促進が挙げら
れる。
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( 1 ）農民工の賃金問題への対応策
「最低賃金規定」と「労働契約法」の制定が行われ
た。中国南部地方で「民工荒」が起こって以降、農民
工の賃金問題の解決を図るように政府からの方針が確
定され、 2004年に「最低賃金規定」が制定され、そ
の後相継いで改訂されることにより、農民工の全国平
均賃金もレベルアップされた。「最低賃金規定」の制
定は胡錦涛 ・温家宝政権が提唱している「調和の取れ
た社会」 （諾和社会）の建設過程の最初の一歩となり、
その後、地方政府からも農民工に対する保護政策が相
継ぎ打ち出された。
2008年1月、「労働契約法」が施行され、労働者個々
人との労働契約締結が義務づけられ、罰則も定められ
た。中国政府の 『2008年民政事業発展統計報告Jに
よると、「労働契約法」の実施により、農民工に対す
る給与の未払い現象が改善されたとされている。
(2）農民工の社会保険加入の促進
中国の社会保障制度は 1980年代半ば頃から徐々に
変容してきているが、都市部と農村部の二重構造に変
わりはなし、農村部の社会保険は都市部のそれと原則
的に違いがあり、任意加入のものが多い。また、戸籍
制度に左右されていた地域管轄の保険制度の仕組みの
もとで、人々の移動により、社会保険の掛け捨てとな
るのが普通であったため、農民工が保険に加入する認
識、意欲も足りなかった。その上に、雇用側がコスト
削減を優先的に考え、農民工を無保険で雇うこともよ
くあった。最初社会保険の未加入で問題視されたのは
労災保険であった。徐々に社会保険全般への加入を促
進するようになり、農民工が都市部で加入できる社会
保険項目も規定上では5つ8にまで拡大されたが、依
然として臨時措置であり、無保険か一部の保険項目に
しか加入していない者が多いというのが現実であるヘ
中国の「人力資源と社会保障部Jの2008年統計資料
によると、 2007年末現在、年金、医療保険、労災保
険に加入している農民工は、それぞれ1,846万人、3,131
万人、 3,980万人に過ぎず、農民工総人数の約2億人
に比べてあまりにも少ない。
(3）農民工問題を担当する機関の設置
2006年、国務院は華建敏国務委員兼国務院秘書長
を議長に、労働保障部（現「人力資源と社会保障部」）
を事務局として、農民工工作連席会議を設置した。中
張央省庁関連部門をはじめ総工会、婦女連合会、共産主
義青年団など、 31の政府機関が構成員となっており、
各部門が連携しつつ農民工の保護と生活水準の向上に
力が注がれている。
当該機関は国務院の管轄の下で機能するが、その役
割としては、農民工に関する重大な政策措置の提案、
各地域・各部署の政策執行と完成状況に対する監督 ・
促進、政策実施過程における難問解決のための協力提
供、年度計画等の研究・確定、国務院への農民工に関
する事項の報告、国務院からの指示等についての各地
域・各部門への通達である。
2010年の全国政治協商会議で、この組織を「全国
農民工工作委員会」という国務院常設機関へ昇格させ
る提案が出された。農民工問題への関心が一層高く
なっている。
( 4）農民工子女の教育権の確保
農民工問題のーっとして、その子女の教育権の確保
が挙げられる。この問題は一部の地域では解決された。
例えば、北京市では、 2010年5月に、 『北京市中小学
校学生学籍管理弁法』とし寸規定が出され、農民工の
子女も都市部出身者と同じように居住地域で義務教育
を受ける権利を持つようになった。
5.農民工におけるメインストリームへの融和の動き
上記の政府の取り組みにより、農民工の賃金 ・待遇
が上昇し、労働組合 ・社会保険の加入率も高くなり、
都市部住民と農民工との格差は縮小されていく趨勢に
ある。このような趨勢は言い換えれば、農民工のメイ
ンストリームへの融和の動きともなる。以下ではその
実態を、調査の結果を用いて検討する。
( 1 ）調査の概要について
1 ）調査地域
調査地域は北京市とした。北京は中央政府の所在地
であるため、中央政府からの政策を実施する面でかな
り力を入れている。2007年には農民工に好かれてい
る都市トップ10の中に、北京が第3位と評価されて
いる 100 北京における農民工の人口については、農民
工の流動性により、正確なデータがないため、大雑把
に把握するしかない。2007年北京市労働組合総会の
調査研究チームの報告書によると、およそ 300万人と
なっている。また、 農民工の北京市内での分布は主に
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朝陽区、海淀区、豊台区に集中しているといわれてい
る。そこで、上記の3区を対象区域として、調査を行っ
た。
2）調査対象
① 「農民工の待遇に関する調査」（以下調査1と略称）
2010年1月28日から 2月5日までを調査期間とし、
5つの組織体（所在地は朝陽区ないし海淀区）の関係
者（責任者・人事係り）に対し、農民工の賃金、保険
加入状況等についてのインタビューを実施した。5つ
の組織体は、国家資本、民間資本、外資という 3つの
所有制形式を網羅した上で、業種（製造業、サービス
業、研究機関） と従業員規模（大、中、小）を組みあ
せてアトランダムに選定したものである。個々の名称
はそれぞれ、 HX、TF、SPR、BSE、ZLと略称する。
HXはサービス業分野（建築物内装）の民間資本企業、
TFはサービス業に属する民間資本の販売店、 SPRは
製造業に属する外資系企業、 BSEは機械製造業分野
の外資系企業であり、 ZLは国家資本による研究機関
である。
② 「北京住民の農民工問題に関する意識調査」（以下
調査2と略称）
2010年4月から 5月にかけて、北京住民 I に対し
て、農民工問題に関する意識についてのアンケート調
査を行った。アンケートは 350部 12を配布、回収 （回
収率が100.0%）し、有効回答票310部を分析の対象
とした。回答者の居住地域は朝陽区、海淀区、豊台区
で、年齢は 15歳～90歳であり、性別は男性 118人、
女性192人である。職業等の内訳は労働者、サラリー
マン、研究者、教師、無職者、学生、住民委員会委員
など、広汎に及ぶ。
③ 「農民工の社会融和状況調査」（以下調査3と略称）
北京市に滞在している農民工に対し、 2010年1月
末と 8月末の2回に分けて社会融和状況についてのイ
ンタビュー調査を実施した。対象者は朝陽区、海淀区
に滞在している農民工25名である。25名は仕事の場
所、仕事の性質を異にし、年齢は 19歳～ 51歳、性別
は男性 12名、女性13名、教育レベルから見れば、小
卒者2人、中卒者 1人、専門学校卒業者4人、高卒
5人、短大卒1人、大学以上1人である。滞在期間は
1年以内から 10年以上に及ぶ。
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( 2）調査の結果
1 ）農民工の実態
調査1では、農民工の雇用比率、農民工と北京出身
の臨時職との待遇の違い、農民工の社会保険への加入
状況、居住状況等を質問項目として、 5つの組織体を
対象にインタビューを実施した。調査結果から、農民
工の実態を以下の4点にまとめる。
①農民工雇用の普遍化
5つの組織体のすべてで農民工を雇用 していること
が確認された。特に、国家資本の研究機関でも農民工
が雇用されていた。
表1は、その5つの組織体の農民工の雇用比率であ
る。
表1 組織体別に見た農民工の雇用状況
(2009年末）
孟訴と 従業員（人） 農民工（人） 割合（%）(A) (B) ( B / A×1 00 
HX 25 25 100. 0 
TF 1,400 1,200 86. 7 
SPR 380 224 58. 9 
BSE 69 21 30. 4 
ZL 166 17 10. 2 
!IX ：民間資本、サービス業 （建築物内装企業）
TF ：民間資本、サービス業（販売店）
SPR：外資系、製造業 （電子部品）
BSE：外資系、製造業 （機械）
ZL ：国家資本、研究機関
農民工の従業員総数に占める割合の高い順に見れ
ば、 HX(100.0 %）、 TF(86.7 %）、 SPR(58.9 %）、
ESE (30.4 %）、 ZL(10.2 %）となっている。第11立
のHX、第2位の TFは共に民間資本のサービス業で
あり、第3位の SPRと第4位のESEは外資系の製造
業である。一番低い国家研究機関の ZLでは、雇用率
が 10%台に止まっていた。
所有制形式により、人事制度の柔軟性が違うため、
3つの所有制形式のなかで、農民工が最も雇用されや
いのは民間資本のサービス業に属している組織体、次
いで外資系の組織体であり、最も雇用されにくいのが
国家研究機関である。
②「同工同酬」の事実
同じく調査1では、調査対象組織体の責任者・人事
係に対して、農民工が北京住民と同等な労働権を持っ
ているかどうかについてインタビューした。農民工の
殆どが臨時職であるため、比較の対象を北京出身の臨
時職とした。その結果は表2の通りである。
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表2 農民工と北京出身の臨時職の
賃金・ポストについての比較
コ世的し＼
s B z H T 
F 
p s 
L X 
R E 
一般的に農民工の給料は北京 × × × × 
出身の臨時職より少ない
一般的に農民工のポストは北 × × × × 
京出身の臨時職より低い
「×」は否定を、「一」は非該当を意味する。
*I-IXは従業員がすべて農民工であり、比較対象がいないた
め、分析の対象外とした。
具体的な賃金について聞いた結果は、 4組織体と
も、北京出身の臨時職、農民工ともに、月収800元か
ら1200元の聞に収まるということである。ポストに
ついては、農民工でも、仕事の業績等で昇格すること
があり、生産ラインで働く農民工も「段長」（シフト
のチーフ）になった人がし、るということであった。「同
工同酬」は定着しつつあるようである。
③ 「5険1金」への加入状況
「5険1金」とは養老保険、医療保険、労災保険、
失業保険、生育保険の5つの保険と 1つの住宅積立金
（加入者は住宅ローンの貸付等を受けることができる）
のことを指す。農民工に関する社会保険への加入も企
業組織にのみ限って義務付けられているが、「 1金」
への加入義務は求められていない。
都市部と農村部に分けてつくられた二重構造の社会
保障制度のもとで、都市部の社会保険はさらに二重構
造となっている。いわゆる「二重の二重構造」である。
都市部における社会保険の二重構造とは、企業組織向
けと公的機関ともいうべき事業組織向けのものとで分
けられていることを言う。都市部の企業組織に対して
は「5険1金Jへの加入が義務付けられているが、農
民工はその一部にしか加入していないのが現実である
（表3）。
表3 農民工の社会保険等への加入状況
よ尺LH T s B z X F p s L R E 
養老保険 × × 。× 。
医療保険 × 。。× 。
労災保険 × × × 。× 
失業保険 × × 。× 。
生育保険 × × × × × 
住宅積立金 × × × × × 
＊ 「OJは加入を、「×jは非加入を意味する。
*ZLの場合は任意加入である。
＊農民工の住宅積立金は任意加入で、ある。
ZL （事業組織体）を除く企業組織体では、農民工
はいずれも保険に加入しているはずであるが、表3に
見るとおり、 HXのように全く加入していない組織体
や「5険1金」の一部にしか加入していない組織体も
ある。BSEの場合は、労災保険だけであり、 TFの場
合は、医療保険だけである。また、生育保険、住宅積
立金については5つの組織体とも農民工に対して適用
されていないことが分かる。政策上の排除がないにし
ても、現実としては無保険のままで働いている農民工
がいる。
④農民工の居住条件
中国では農民工の宿所は雇用側が提供することが多
い。また雇用側に頼らずに都市部の周辺地域で民家を
借りる場合も見られる。それらは比較的安い代わりに
居住条件も悪い。調査1では、 雇用側が宿所を提供す
る場合の居住状況を見た。
表4は雇用側が宿所を提供するかどうか、また提供
する場合の宿所の設備等の有無をまとめた結果である。
ZLを除く組織体は農民工に対して、宿所を提供し
ている。BSEは一部の人にのみ提供している。提供
されている宿所の条件を見ると、個人用の寝室は、 4
つの組織体とも備えていない。プライバシーの生活空
間がないと言える。 トイレ、台所、エアコンなどの設
備を見れば、組織体によ って条件が違うが、台所付き
の宿所を提供しているのはHXだけである。農民工が
宿所で、飲食習慣に合った食生活を十分に送ることので
きない状況が窺える。更に、SPRとHXはシャワールー
ムを備えていなし＝。SPRは個人用のトイレも備えて
いないのが分かり、衛生状況も楽観視できない。最後
に暖房、エアコン、リビングルームの有無を見ると、
備えている数が半数以下である。以上から農民工の居
住環境の劣悪さが分かる。
表4 農民工の居住状況
山内町L日 T s B z X F p s L R E 
雇用側が宿所を提供 。。。ム × 
個人用の寝室 × × × × 
個人用のトイレ 。。× 。
台所 。× × × 
暖房 × × × 。
ガス × × × 。
エアコン × 。× × 
シャワー ルー ム × 。× 。
リビングルー ム 。。× × 
＊「OJは有り、「×」は無し、「一」は非該当を意味する。
*BSEは一部の人にのみ提供であることから、 「ム」とした。
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2）北京住民と農民工との係り
先行研究では、北京住民と農民工との聞にはあまり
係りがないとよく 言われる。しかし、調査2で、北京
住民を対象に、民工問題についての意識調査を行った
結果、そのような状態に、変化が起きていることが分
かった。
調査2で、北京住民に行った調査の項目は、農民工
の恋人・配偶者、親戚、友人、同僚、知り合いの有無、
農民工との接触の有無、接触方法、農民工へ関心の有
無、北京における農民工問題への関心の有無、農民工
にどんな援助を提供したいか、北京は長期的に農民工
を必要とすると思うかどうか、 農民工が北京に長期滞
在するメリ ットとデメリットなどである。その結果を
以下の4点にまとめた。
①北京住民と農民工の係り方
表5に見るとおり、北京住民の約半数は農民工の知
り合いを持っている。農民工を恋人・配偶者として
持っている者が6人で 1.9%を占めており、少数とは
言え、中国の戸籍制度に伴って農民工が抱える各種障
壁の下にありながら親密な係りが生じていることが確
認できる。また、 農民工の親戚がし、る者は 27.4%、農
民工の友人を持つ者は23.2%、農民工の同僚を持つ者
は17.1%人で、仲が良いかどうかはさておき、密接な
関係が見られた。
表5 北京住民と農民工との係り （複数回答） n=310 
人数（人） 割合（%）
農民工の恋人 ・配偶者がし、る 6 1. 9 
農民工の親戚がし、る 85 27.4 
農民工の友人がし、る 72 23. 2 
農民工の同僚がし、る 53 17. 1 
農民工の知り合いがいる 149 48. l 
②北京住民と農民工との接触状況
表6は、表5で確認した親密或いは密接な関係以外
の接触について調べたものである。表6-1に見ると
おり、回答者のうち 80.0%を占める 248人が何らかの
形で農民工と接触したことがある。多くの北京住民は
農民工と普段の生活の中で知り合いという形ではない
接触を持っていることが分かる。
表6-2に見る通り、回答者の各々約半数が家の内
装工事 13、町の清掃、自転車・靴の修理、配達サービ
スで、農民工との接触を持っている。
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表6-1 北京住民と農民工との接触状況
人数（人）
n = 310 
割合（%）
何らかの形で農民工と接触し
たことがある
農民工と接触したことがない
248 80. 0 
62 20.0 
表6-2 北京住民と農民工との接触方法 （複数回答）
n=248 
人数（人） 割合（%）
家の内装工事 143 57. 7 
町の清掃 130 52. 4 
自転車 ・靴の修理 16 46. 8 
配達サー ビス 14 46. 0 
地域安全チラシ等の配布 25 10. 1 
その他 33 13. 3 
中国の住宅はコンクリートの骨組みができた段階で
住宅購入者にヲ｜き渡すことが普通である。購入者が購
入してから、家屋の内装業者に頼むか、自力で内装を
する。重労働なので、 農民工が雇われるポス トの 1つ
である。そのために、家の内装工事で、農民工と接触
する確率が高く、 57.7%を占めている。また、 「その
他Jの自由記入欄では、 普段の日常生活の中で接触す
るチャンスがない建設・土木工事の労働者との接触も
あると回答した者が4人いた。想定した以上に幅広い
接触が行われている。
③北京住民の農民工問題への関心
表7は、北京住民の農民工問題への関心についてま
とめたものである。
表7 北京住民の農民工問題への関心 （複数回答）
1二310
人 数（人） 割合（%）
農民工への関心がある 216 69. 7 
北京市における農民工問題への関
228 73. 6 心がある
農民工に何らかの援助を提供した
220 71. 0 いと思う
北京は長期的に農民工を必要とす
221 71. 3 ると思う
農民工への関心がある者は 69.7%と高し」また、北
京市における農民工問題への関心は、 73.6%を占めて
いる。
農民工に何らかの援助を提供したいと思う人も
71.0%と高い。提供したい援助の具体的な内容として
は、買い物のガイド、法律問題のアドバイザ一、居住
地域の環境保護についてのアドバイザーなどが挙げら
れた。
また、北京は長期的に農民工を必要とすると思う人
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も71.3%と高く、すべてにおいて、高い関心が示された。
④農民工の長期滞在について
表8は、北京住民の農民工の長期滞在に対する考え
方をまとめたものである。
表8 北京住民の農民工長期滞在に対する考え方
n=310 
人数（人） 割合（%）
メリットが大きいと思う 116 37. 4 
デメリットが大きいと思う 48 15. 5 
メリットもデ、メリットもある
138 4.J. 5 が、比較しにくいと思う
無回答 8 2. 6 
上述「出稼ぎの価値について」で指摘したように、
都市住民の農民工受け入れに対して賛否両論がある
中、農民工の北京市に滞在するメリットが大きいかど
うかという設問についての答えも賛否両論があった。
受け入れにメリ ットが大きいとする者が37.4%で、デ
メリットが大きいとする 15.5%の倍以上の結果となっ
たが、比較しにくいという答えが44.5%と一番高く、
自由記入欄には比較しにくい理由やメリット、デメ
リットが多く記入されて、 賛否が分かれた。
3）北京住民と農民工との相互受容意識
調査2と調査3の結果を用いて、北京住民と農民工
とのそれぞれの受容意識について検討する。
①北京住民の農民工に対する印象
表9は北京住民へのアンケート調査 （調査2）で、
農民工に対する印象を、 評価する点、直してほしい点
に分けて質問し、その結果をまとめたものである。
表9 北京市民の農民工に対する印象 （複数回答）n=310
話瓦ム町工一ーー一 人数 （%） 
苦労に強い 148 47. 7 
評 勤勉 47 15. 2 
価 生存力が強い 41 13. 2 
す
楽観的る 40 12. 9 
占 素朴 37 11. 9 
その他 89 28. 7 
計画育児の不履行 149 48. 1 
直
労働技能が不十分 39. 0 し 121 
て 素質が低い 89 28. 7 
ほ 自己保護意識の欠如 85 27.4 
し 文化学習が不十分 44 14. 2 
し、 公衆道徳のマナーが悪い 13 4. 2 
占
その他 111 35.8 
まず評価する点を回答の高い順に見ると、「苦労に
強い」（47.7%）、「その他」（28.7%）、「勤勉」（15.2%）、
「生存力が強い」（13.2%）、「楽観的」（12.9%）、「素朴」
(11.9）となっている。「苦労に強いjという評価が一
番高い。二番目に高いのは「その他」であり、その内
容を自由記入欄でみると、「強気」、「勉強に熱心」、「優
しい」、「大人しい」、「服従」、「使いやすい」と多様な
答えが見られた。様々な点を評価すべきだと感じてい
ることが分かる。
次に、「直してほしい点」を見ると、高い順から
「計画育児の不履行」（48.1% ）、「労働技能が不十分」
(39%）、「その他」（35.8%）、「素質が低い」（28.7%）、
「自己保護意識の欠知」（27.4% ）、「文化学習が不十分」
(14.2%）、「公衆道徳のマナーが悪い」（4.2%）となっ
ている。3位の「その他Jの中身は、シャワーを浴び
ないとか、服が汚いとかの 「身の回りの不衛生J（こ
れが過半数を占める）、居住地域のゴミ捨てなどの 「環
境衛生の不注意」、「乱暴」等の記述が見られた。
中でも言及しておきたいのは、「素質が低い」とい
う選択肢への回答である。中国人の中では、「素質が
低い」という言葉は非常に差別的用語であり、言い直
せば、相手にしないという意味となる。28.7%もが回
答していた。
②農民工自身の都市社会への溶け込み意識
これについては、農民工25人へのインタビュー調
査である調査3の結果をもって述べる。
25人の対象者の中には北京生活において l年も経
ていない人もいるが、 10年以上長く居る人もいる。
これらの対象者に対して、 「北京住民との付き合いに
困っているかj、「何のために付き合うか」、「これから
も定住したいのかJなどの項目でインタビューをした。
これらの中から、「融和jの際の意識障壁に当たる内
容をまとめてみた。
まずは農民工の北京住民との付き合い意識を見る。
「北京住民との付き合いに困っているか」について、「忙
しくて付き合う暇がない」という人が25人中12人、「見
下されるのが嫌で、付き合いたくない」という人が3
人、「付 きー合う必要がない」という人が2人、「恥ずか
しくて、付き合わない」という人が1人いる。これに
対ーして、付き合いに困っていないと答えた人は7人い
た。さらに「付き合うとしたら、なんのために付き合
うか」について聞いた結果、 17人が「仕事のためだ」
と答えた。以上の結果は、農民工が北京住民と積極的
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にプライベートなコミュニケーションを図ろうとする
意識を持っていないことを物語っている。
次に、融和の前提ともいえる定住意識を見ると、「こ
れからも定住したいか」についは、「なんともいえないJ
という人が16人で、 64%と半数以上を占める。定住
したくないという人が3人いるのに対し、定住したい
人は2人しかいなし、残りの4人が 「この問題自体に
ついては考えたこともないJと答えた。ちなみに、定
住したくないと答えた人の滞在期間を見ると、 3人の
うち、 l人は l年弱、 1人は6年、 1人は 10年以上と
なる。これにより、滞在期間の長短に関係なく、融和
の前提ともいえる定住意識が積極的ではないことが分
かる。
6.農民工のメインストリームへの融和における障壁
以上見てきたように、現在、中国において、 農民工
がメインストリームへ融和する動きが見られるように
なったが、真の融和まではまだ程遠いし、いくつかの
障壁が依然として残っている。本稿では調査の結果を
踏まえつつ、以下の2点を指摘したい。
( 1 ）現行福祉政策には限界があること
1 ）二重構造の社会保障制度の制約
①社会保険に見る二重構造の社会保障制度の制約
現在中国においては、国民皆保険・皆年金という趨
勢が見られているものの、表3に見られるとおり、農
民工の社会保険への未加入がまだ多く存在している。
二重構造の社会保障制度の仕組みが変わらない限り、
前述した政府の取り組みなどに見る現行の農民工のみ
に適用する臨時措置等では、農民工の権益を最大限に
守ろうとしても、有効に農民工問題を解決することは
できなしh
②住宅政策にみる二重構造の社会保障制度の制約
近年農民工の居住事情の酷さを考慮し、住宅状況の
改善なども求められている。
中国の福祉住宅制度は 1980年代後半から改革が開
始され、 2003年までに一般都市住民向けの住宅福祉
制度が完全に廃止された。その代わりに、都市部にお
ける低所得者向けの福祉住宅制度が設けられている。
しかし、 二重構造の社会保障制度が原因で、農民工を
含む現地出身ではない人々は地域ごとの福祉住宅制度
から排除されている。
また、住宅ローンの貸付条件、住宅市場の値上がり
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などにより、農民工にも「住宅積立金j制度の強制適
用などが提案されているが、一般の都市部住民も住宅
状況と住宅政策へ不満を持っている中で、農民工向け
の制度を設ける余裕がない。
企業が提供する居住事情は、表4で見たとおり酷い
ことが分かる。農民工を必要としている北京市は勿論、
中国の都市化の進行にも農民工の定住が伴うものと想
定できる。農民工の定住には、 5つの社会保険制度の
適用だけではなく、住宅政策にも農民工を包括する仕
組みが必要となってくる。
2）総合的な社会政策が取られていないこと
この点は上記の 1）と関連しており、もう一つの側
面と言っていい。農民工のメ インストリームへの融和
には、社会保障・社会福祉制度全般に渡り、総合的に
対応する必要がある。
日本がすでに経験したように、出稼ぎ者はその所得
確保の一方で、高度成長による多大な需要から労働者
不足に悩む都市部への重要な労働力供給源となった。
田中角栄が首相となり、出稼ぎがなくとも雪国でも暮
らせるようにと、日本列島改造論を唱え、全国での公
共事業を増やすなどの対策が講じられた。また、日本
の場合は、国民皆年金で出稼ぎ労働者も含む国民の老
後の所得を保障できたものの、年金受給高齢者のなか
で、かつての出稼ぎ労働者の高齢者は年金の受給額が
低いため、老後の生活に苦しんでいる者も少なくない
というのが現実であると言われている。
中国の場合は、日本以上の社会問題を抱えていると
思われる。莫大な人口規模に、格差構造の社会制度が
加わり、農民工を統括できるような社会保障制度を作
るのに、戸籍制度、労働制度、都市発展計画、農村農
業の発展計画などを総合的に考えない限り、単発的な
制度措置では農民工の境遇を改善させ、メインスト
リームへ融和させるのには無理がある。
(2）意識の障壁が大きいということ
農民工のメインストリ ームへの融和におけるもう 1
つの障壁と して、意識の障壁が存在している。意識の
障壁とは、 言葉、食習慣、衛生習慣などの文化障壁に
由来する相互受容の欠如という意識面における障壁で
ある。障壁は、都市部住民と農民工とのそれぞれに存
在する。
調査2と調査3の結果に見るとおり、北京住民と農
民工との相互受容意識の欠如には深刻なものがある。
? ???
例えば、北京出身者がいう「素質が低いJという言葉
に含まれている差別意識を考えると、 「北京出身者と
付き合いたくないjという農民工の気持ちを理解する
ことカfできるのである。
7.結論一一諸障壁の排除が今の課題である
以上、先行研究を踏まえつつ、北京での調査結果を
用いて、農民工福祉問題から中国における「マイノリ
ティ」のメインストリームへの融和の一端を見てきた。
現在中国では、政府の農民工問題に対応する取り組
みにより、法律上、政策上では農民工をメインストリー
ムへ融和させるようになっているが、農民工の福祉全
般の改善まではまだ距離があるということが現実であ
る。
真の「融和」の実現までには、大きな障壁があるこ
とを指摘しなければならない。それは主として現行福
祉政策には限界があること、都市部住民と農民工との
それぞれに意識の障壁が高いというものである。中で
も意識の障壁は、制度の統合などで短期間に解決でき
るものではな＼.，＼0 都市部住民の農民工に対する受容意
識と農民工自身が持っている受容意識が変わらない
と、メインストリームへの「融和jも実現できなし＼0
先進国の事例を見ても、農民工問題は短期間で解決
できるものではなし、 イギリス、 ドイツ、アメリカ、
日本など、工業化・都市化が進むに連れ、 「出稼ぎ労
働者」というグループが形成され、様々に生活苦に陥
る過程を経て、徐々にメインストリームへの融和が進
められてきたという。その過程において、各国政府は
法律の制定や制度作りなどの試行錯誤を繰り返してき
たであろう。中国の研究者、政府部門は海外の社会政
策を分析し、出稼ぎ労働者対策から農民工問題へ対処
できるような方策を見つけ出そうとしている＇ ＼
中国の農民工のメインストリームへの融和を促進す
る際、いうまでもなく、先進国の経験に鑑みる必要が
あると思われるが、中国の社会制度の仕組みによる不
平等、差別の存在から生じている農民工問題に対して、
現実的には、まず社会保障制度の二重構造の改革を行
わない限り、農民工のメインスト リー ムへの真の「融
和Jも実現できないのではないだろうか。
（本稿は、岩手県立大学社会福祉学部プロジェク ト「グ
ローパル化時代の文化的共生と福祉課題に関する研
究」（代表：中尾美知子）における「マイノリティ研究」
張の中国調査部分の研究結果である。）
注
1 中国の戸籍は、出身地を記載する以外に、農業労
働者であるかどうかも記載するものである。戸籍制
度により、国民の戸籍は大きく 三つに分けられ、「農
業戸」、「非農業戸J、「集団戸」がある。「集団戸」は、
国の労務・人材派遣計画などに伴うものであり、言
及されることは少ない。中国の社会保障制度も計画
育児制度も、教育制度もいずれも戸籍制度に付随し
ているため、戸籍制度が中国における社会問題の根
源とも言われている。
2 「外来人口」、「流動人口」、「自発遷移人口」、「暫
住人口」（一時都市部に住む人口）、 「民工J、「盲流」
（目的無しの流動）、「進城務工人員J（都市部への出
稼ぎ者）、「都市新移民」、 「辺縁人」など。
3 中華人民共和国国務院が公布した f関於解決農
民工問題的若干意見Jが根拠となっている。
4 法律分野の先行研究には、より厳密な定義が見ら
れる。中国の農村部から都市部へ出稼ぎをする人々
のうち、出稼ぎ先の都市部戸籍を持たず、滞在期間
が半年以上となる人々のことを指す （江， 2008）と
いう定義である。この定義によれば、 農民工とは、
下記の三つの条件が必要である。①都市部の戸籍を
持たないこと、 ②都市部への出稼ぎ、 ③都市部滞在
期間が半年以上であること。
5 1958年の 「大躍進jという農村・農業政策の失
敗とその後の天候不順によって生じた経済低迷。
6 1989年に、天安門広場で起こった大学生を始め
とする官僚主義、腐敗現象に対する反発・抵抗デモ
であり、約3ヶ月続いたが、中央政府により「暴動」
と認定されため、政府の軍隊により鎮圧された。
7 2004年の旧正月の前に、中国広東省の珠江地域
において、農民工の「集団辞職」が起こった。労働
条件が悪い上に、低賃金、賃金の遅払い、未払いな
どの頻発が加わり、耐えられない農民工たちが旧正
月の帰省を機に、一斉に仕事を辞めた。これにより、
工場の労働力の深刻な不足が生じた。このことが「民
工荒」と言われる。
8 年金、医療保険、失業保険、労災保険、生育保険
を指す。原則としては都市部における労働者のすべ
てが強制加入である。
9 2010年10月28日に『中華人民共和国社会保険法J
京芹
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が公布され、その第95条で、農民工もこの法律に
基づいて社会保険に加入することが定められた。農
民工が都市部で加入できる社会保険項目も規定上で
は中国社会保険項目のすべてに拡大された。これに
より、従来の都市部における社会保険制度上の農民
工への排除が取り除かれたといえる。『中華人民共
和国社会保険法Jの実施開始日は 20日年7月1日
である。
10 2007年中国中央テレビ局 （CCTV）経済チャン
ネルが「農民工の気に入る都市ランニング10」の評価
を行った。評価のために、 5ヶ月にわたり、インター
ネット上のアンケート調査、電話インタビュー調査を
行った。調査の内容は農民工の賃金待遇、社会保障、
権益保護措置などに及ぶ。専門家、メディア機関の連
合評価で全国の44の都市からト ップ10を選択した。
それは杭州、温州、北京、上海、広州、深セン、無錫、
青島、蘇州、アモイという順位となる。http:/I data. 
icxo.com/h tmlnews/2007 /02/08/1000045.h tm『最
受衣民工攻迎十大城市排行梼』（2010年9月26日）
11 北京に定住している非農民工を指す。
12 調査者と個人的な繋がりのある北京在住の人や組
織を通じて、北京住民350名へアンケートを配布、
回収したO
13 家の内装とは日本のリフォームという意味も含
む。
14 中国の一部の研究者は諸外国での出稼ぎ労働者問
題を農民工問題として捉え、各国で採られた福祉政
策について議論している。そのうち、それぞれの国
が採った福祉政策等は出稼ぎ労働者グループのみに
適用する制度というよりも出稼ぎ労働者も含めて国
民に適用することが特徴であると言われている。
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